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要  旨 
 地理空間情報の活用推進の施策に関し，基本理念

を定め国及び地方公共団体の責務等を明らかにする

とともに，地理空間情報の活用に関する施策の基本

となる事項を定めた「地理空間情報活用推進基本法

（以下，「基本法」という．）」が平成 19 年８月に施

行された．また，基本法には地理空間情報の活用の

推進に関する基本的な計画を策定することが規定さ

れており，政府の「測位・地理情報システム等推進

会議」において「地理空間情報活用推進基本計画（以

下，「基本計画」という．）」が検討され，平成 20

年４月に閣議決定された． 

 基本計画は，平成 23 年度までを計画期間とし，地

理情報システム（GIS）と衛星測位の活用を通じて，

誰でもいつでもどこでも必用な地理空間情報を使っ

たり，高度な分析に基づく的確な情報を入手し行動

できる地理空間情報高度活用社会の実現を目指すこ

ととしている． 

 基本計画における国土地理院の主な施策は，地理

空間情報全般の整備・更新・提供・流通に関するル

ールづくりのための調査・研究や地理空間情報の標

準化の推進，基盤地図情報の整備・更新など多岐に

わたっている． 

これらの施策を含む政府全体の施策に関し，「地理

空間情報活用推進会議」（議長：内閣官房副長官補）

において，「地理空間情報の活用推進に関する行動計

画」（Ｇ空間行動プラン）が平成 20 年８月に策定さ

れ，毎年度，その進捗状況のフォローアップを行う

こととしている． 

 
１．はじめに 

地図データは，デジタル技術を駆使した本格的な

取り組みやサービスの急速な進展により，さらなる

広がりを持って活用されるようになった．しかし，

これにより，個別の取り組みによる異なった規格が

乱立するケースや，整合しない情報の普及を招き，

利用者に混乱や非効率をもたらす懸念を生じさせる

こととなっている．そのため，地図データの効率的

な活用には，様々な地理空間情報の重ね合わせを可

能とするための，より高精度で新鮮な共通白地図の

普及が必要となってきている． 

一方，人工衛星を使った米国の全地球測位システ

ム（GPS）等の衛星測位は，既に国民生活や国民経済

に深く浸透し，重要な社会基盤となっている． 

平成 14 年の測量法改正等により，日本測地系から

世界測地系への移行が行われ，これら地理情報シス

テムに係る施策及び衛星測位に係る施策の連携の可

能性が拡大しており，二つの施策の総合的推進によ

る相乗効果が期待されている． 

このような状況を踏まえ，地理空間情報の活用推

進の施策に関し，基本理念を定め，国及び地方公共

団体の責務等を明らかにするとともに，地理空間情

報の活用の推進に関する施策の基本となる事項を定

めた基本法案が平成 18 年の通常国会で，自由民主党

及び公明党議員から提案された．この年の通常国会

では継続審議となったが，翌年（平成 19年）５月に，

改めて自由民主党，公明党及び民主党議員の動議に

基づく衆議院内閣委員長提案により議員立法として

再提出され，平成 19 年５月 23 日に可決・成立し，

５月 30 日に公布（平成 19 年法律第 63 号），８月 29

日施行された． 

（参照：http://www.gsi.go.jp/kihonhou.html） 

 基本法が施行された８月 29 日には，基本法で規定

された基盤地図情報の項目及びその位置情報が満た

すべき基準に関する省令（「地理空間情報活用推進基

本法第二条第三項の基盤地図情報に係る項目及び基

盤地図情報が満たすべき基準に関する省令」平成 19

年国土交通省令第 78 号）と，基盤地図情報の整備に

係る技術上の基準（「地理空間情報活用推進基本法第

十六条第一項の規定に基づく地理空間情報活用推進

基本法第二条第三項の基盤地図情報の整備に係る技

術上の基準」平成 19 年国土交通省告示第 1144 号）

も公布・施行された． 

 基本法の第９条第１項では，「政府は，地理空間情

報の活用の推進に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るため，地理空間情報の活用の推進に関す

る基本的な計画を策定しなければならない．」と，

基本計画の策定を規定している． 

（参照：http://www.gsi.go.jp/kihonhou.html） 

 そのため，政府の「測位・地理情報システム等推

進会議(議長：内閣官房副長官補）」において，基本

計画案の検討が進められ，平成 20 年４月 15 日に閣

議決定された． 

（参照：http://www.gsi.go.jp/kihonhou.html） 
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政府においては，昭和 49 年以来，国土数値情報の

整備・公開，都市計画 GIS の開発など，個別の GIS

に関する先駆的な取組を行ってきたが，平成７年の

阪神・淡路大震災を契機として，「地理情報システム

（GIS）関係省庁連絡会議」を設置し，政府が一体と

なった GIS 政策を本格的に推進してきた．この結果，

地理空間情報に関する標準の制定，数値地図 2500

や数値地図 25000 のような基盤的な地図データの整

備，政府の各機関における GIS を利用した情報提供

サービスの拡大などの成果を上げた．その後，平成

17 年に，GIS と衛星測位を連携させて総合的に推進

するため，「地理情報システム（GIS）関係省庁連絡

会議」を「測位・地理情報システム等推進会議」へ

発展的に改組し，さらに平成 20 年６月に名称を基本

法や基本計画と一致させた「地理空間情報活用推進

会議」へと改称している． 

国土地理院は，「地理情報システム（GIS）関係省

庁連絡会議」設置以来，現行の「地理空間情報活用

推進会議」まで一貫して参画しており，また，事務

局の一員としての業務も担い，基本計画の策定・推

進の取りまとめに携わっている．なお，平成 20 年７

月 29 日より，「衛星測位ワーキンググループ」の構

成員として企画部長が新たに加わっている（図－１）． 

（参照：http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/sokuitiri/org.html）  

 

２．基本計画の概要 

２．１ 計画概要 

基本計画は，平成 23 年度までを計画期間とし，地

理情報システム（GIS）と衛星測位の活用を通じて，

誰でもいつでもどこでも必要な地理空間情報を使っ

たり，高度な分析に基づく的確な情報を入手し行動

できる地理空間情報高度活用社会の実現を目指すこ

ととしている（図－２）． 
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図－２ 地理空間情報活用推進基本計画の概要 

（平成 20 年７月 29 日現在）

図－１ 地理空間情報活用推進に関する政府の体制 
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２．２ 目指すべき姿－「地理空間情報高度活用社

会」の実現－ 

 基本計画で目指すべき姿とされている地理空間情

報高度活用社会では，具体的には，次のような地理

空間情報活用の姿が見込まれる（図－３）． 

○国土の利用，整備及び保全の推進等 

○行政の効率化・高度化 

○国民生活の安全・安心と利便性の向上 

○新たな産業・サービスの創出と発展 

 

２．３ 基本計画の目次構成 

基本計画は，第Ⅰ部と第Ⅱ部の２部構成になって

おり，第Ⅰ部には基本的な方針，第Ⅱ部には具体的

な施策が記述されている（図－４）． 

 

２．４ 重点施策 

基本計画は，重点施策として，以下の４項目を定

めている． 

○地理空間情報の整備・提供・流通に関する指針を

概成し，地理空間情報の提供・流通を促進する． 

○基盤地図情報の整備・提供を推進する． 

○衛星測位の高度な技術基盤を確立して利用を推進

する． 

○地理空間情報の活用推進に関する産学官連携を強

化する． 

 重点施策の概要は次のとおりである． 

 

（１）地理空間情報の整備・提供・流通に関する指

針の概成と地理空間情報の提供・流通の促進 

地理空間情報には，地域における自然，災害，社

会経済活動など特定のテーマについての状況を表現

図－３ 基本計画 目指すべき姿 －「地理空間情報高度活用社会」の実現－ 
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第Ⅰ部 地理空間情報の活用の推進に関する施策に

ついての基本的な方針 

１．地理空間情報の活用推進の意義 

２．目指すべき姿－「地理空間情報高度活用社

会」の実現－ 

３．現状の課題 

４．計画の重点施策及び効果的推進 
 
第Ⅱ部 今後の地理空間情報の活用の推進に関する

施策の具体的な展開 

第１章 地理空間情報の活用の推進に関する全般

的施策 

１．関係主体の推進体制の整備と連携の強化 

２．調査・研究等の実施 

３．知識の普及等 

４．人材の育成 

５．行政における地理空間情報の活用 

６．国際協力の推進 

第２章 地理情報システム（GIS）に関する施策 

１．地理空間情報の整備・提供に関する基準等

の策定・普及 

２．地理空間情報の整備・更新・提供の推進 

３．地理情報システムの活用の促進 

４．個人情報の保護等の地理空間情報の活用

に当たって配慮すべき事項 

第３章 衛星測位に関する施策 

１．信頼性の高い衛星測位によるサービスを安

定的に享受できる環境を効果的に確保するた

めの衛星測位に係る連絡調整等 

２．衛星測位に係る研究開発の推進等 

図－４ 基本計画の目次構成 
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する土地利用図，地質図，ハザードマップ等の主題

図，都市計画図，地形図，地名情報，台帳情報，統

計情報，空中写真，衛星画像等の多様な情報がある．

これらの地理空間情報の電子化と効果的な整備及び

その活用を促進するため，国は，地理空間情報を整

備・提供する際には率先して地理情報標準を使用し，

さらに，地方公共団体や民間においても使用される

よう，セミナーの開催等の標準の普及活動や技術支

援を行う．また，地理空間情報を共用し多数のデー

タを重ね合わせて活用していくためには，位置の整

合がとれた地理空間情報を整備・更新するためのル

ール，地図データと画像情報，台帳情報及び統計情

報等を容易に組み合わせて利用するためのルールを

作成する必要があり，国はモデル的な実証調査等を

通じてその検討を行う．さらに，地理空間情報を円

滑に流通させるため，地理空間情報の提供・流通に

関して，個人情報，知的財産権等の取扱いに関する

ガイドラインを策定する． 

 

（２）基盤地図情報の整備・提供の推進 

地理空間情報は，その位置情報をキーにして異な

るデータを重ね合わせることで分析等の活用がなさ

れることから，様々な主体によって整備されるデー

タ間で位置情報の整合がとれている必要がある．し

かし，現状では異なる背景地図をもとに位置情報が

整備され，整合がとれていない場合が多いため，地

理空間情報を空間上の位置に対応づけるための基準

となる基盤地図情報の整備・更新・提供を国と地方

公共団体等が連携して進める必要がある． 

国土地理院では，平成 23 年度までに全国について

基盤地図情報を概成させ，さらに，整備した基盤地

図情報は，平成 20 年度からインターネットにより順

次提供を開始する（実際に平成 20 年４月より開始

済）（図－５）． 

 

（３）衛星測の高度な技術基盤の確立と利用の推進 

衛星測位の利用が国民生活の中に幅広く浸透して

いる状況を踏まえ，信頼性の高い衛星測位によるサ

ービスを安定的に享受できる環境を効果的に確保す

るため，全地球的にわたる衛星測位に関するシステ

ム運営主体との連絡調整を図る．また，高度の衛星

測位サービスの提供を可能とする準天頂軌道の衛星

システムに関し研究開発を進め，国と民間が協力し

て，衛星測位に係る研究開発，技術実証・利用実証

を着実に推進するとともに，その成果を踏まえた利

用を促進する． 

 

（４）地理空間情報の活用推進に関する産学官連携

の強化 

より新鮮で精度が高い地理空間情報を整備し，そ

れを容易に利用できる環境を整備していくためには，

国，地方公共団体，民間，学界等がそれぞれの役割

に応じた取り組みを行うとともに，相互に連携を図

りながら協力することが重要であり，国はこれまで

以上に地方公共団体，民間，学界と連携を強化する． 
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（国土地理院は、平成１９年度から整備を開始し、平成２３年度までに全国的な整備を概成）

行政の各分野で地図データを電子的に整備・更新

地域版基盤地図情報

××町

□□町

△町

ワンストップで提供

国・地方公共団体等

電子地図上の位置の基準

都市計画基図 等道路関係図面

××町

□□町

△町××町

□□町

△町××町

□□町

△町

国土地理院

公共測量成果を用いた
シームレス化と集約を
継続的に実施

都市計画区域内は縮尺ﾚﾍﾞﾙ2500、
都市計画区域外は縮尺ﾚﾍﾞﾙ25000
を基礎とし、

当該地域で、最も、高精度かつ、
最新の基盤地図情報を提供

25000レベル地形図データ

いつ・どこで等の
整備・更新情報
を提供

所在検索

国は保有する基盤地図情報を原則として、インターネットを利用して無償で率先的に提供
→国土地理院は、平成２０年度から提供開始
（国土地理院は、平成１９年度から整備を開始し、平成２３年度までに全国的な整備を概成）

行政の各分野で地図データを電子的に整備・更新

地域版基盤地図情報

××町

□□町

△町××町

□□町

△町××町

□□町

△町××町

□□町

△町

ワンストップで提供

図－５ 基盤地図情報の整備・提供のイメージ図
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２．５ 海洋基本計画との整合 

平成 19 年４月に海洋基本法が施行され，内閣官房

に設置された総合海洋政策本部を事務局として，こ

れに基づく海洋基本計画が地理空間情報活用推進基

本計画と同時並行で平成 20 年３月に閣議決定され

た． 

両計画の策定過程において，海洋基本計画の離島

の保全等について，離島に関する位置情報等の基本

的情報の整備や空中写真の周期的撮影等を相互に記

述する等，両計画の間の整合をとる作業が行われた． 

 

２．６ Ｇ空間行動プランの策定 

「地理空間情報活用推進会議」は，基本法に基づ

く基本計画で定めた各施策を推進していくため，各

施策のより具体的な目標やその達成期間等を取りま

とめ，より具体化した「地理空間情報の活用推進に

関する行動計画」と，地理空間情報の活用推進に関

する行動計画の補足・解説資料として，個別施策の

概要を取りまとめた「施策別概要集」を平成 20 年 8

月に策定した． 

「地理空間情報の活用推進に関する行動計画」は，

基本計画本文の記載に基づき，内容別の小見出しを

設定し，各施策について整理し配列してある．また，

施策が基本計画本文の複数個所に該当している場合

は，最も関連が深いと思われる箇所（複数箇所に同

程度に関連付いていると思われるものは，最初の基

本計画該当箇所）に整理されている． 

なお，「地理空間情報の活用推進に関する行動計

画」をより国民にわかりやすく，かつ，広く普及さ

せる観点から，愛称を「Ｇ空間行動プラン」とした．

今後は，「Ｇ空間行動プラン」を，地理空間情報活用

の推進に関するさまざまな内容を言い表す際に用い

る統一的な用語として使用していくこととしている． 

（参照：http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/sokuitiri/index.html  

決定等「平成 20 年 8 月 1日」） 

 

３．基本計画における国土地理院の施策 

３．１ 全般的施策 

（１）関係主体の推進体制の整備と連携の強化 

 地理空間情報の活用推進に関する都道府県の担当

者を対象とした会議等を開催し，連携を図る． 

また，基本測量や公共測量の成果の相互利用や測

量作業の調整等について国と地方公共団体が連携し，

基盤地図情報・デジタル画像情報の整備，適時の更

新及び提供を行う． 

 

（２）調査研究の実施 

①地理空間情報の流通における個人情報保護，デー

タ二次利用，国の安全に及ぼす影響に関する課題

についての調査・研究 

地理空間情報は個人情報を含んでいるケースや，

著作権等の知的財産権の対象となっているケースが

多いこと，その公開が国の安全に影響を及ぼすおそ

れもあることから，国民が適切にかつ安心して利用

できる地理空間情報の流通のためには，これらの観

点等も踏まえた情報提供のルールを確立することが

必要であり，国は，地理空間情報の提供・流通に関

して，個人情報，知的財産権等の取扱いに関するガ

イドラインを策定することとしている．このため，

国土地理院は，地理空間情報の地図や空中写真等の

測量の成果全般に係る内容を対象に，地理空間情報

の流通における個人情報保護，データの二次利用等

の課題についての調査・研究や国の安全の観点から

配慮すべき事項に関する調査・研究を行うこととし

ている． 

②基盤地図情報の整備・更新手法及び品質評価等に

関する調査検討 

基本計画第Ⅱ部第１章２．において，『基盤地図情

報の整備，更新，管理などを効率化する手法に関す

る調査・研究を行う．』と定められている． 

国土地理院では平成 20 年度から，中部圏を対象地

域として，複数の県や市町村，国の機関が連携する

ことによる効果，連携スキーム，情報の提供方法，

基盤地図情報及び地理空間情報の整備・更新手法等

について検討を行う予定としている． 

また，国土地理院の整備・提供している基盤地図

情報の法定図書，統合型 GIS への利活用の検討及び

その実証実験を行う予定である． 

③高度利活用等の研究開発 

 時系列に整備された地理空間情報を効果的に環境

保全・国土保全に利活用する技術開発を推進する他，

GPS，IC タグ等を活用して，屋内外のシームレス測

位が容易に行える技術を開発する． 

 

（３）知識の普及 

 地理空間情報の活用の有効性や技術に関するセミ

ナー，国の施策，国と地方公共団体等との連携に関

する説明会を開催する．また，地域において，地理

空間情報に関する専門知識を有する大学や民間企業

等からなる中核組織と連携して，セミナー等を開催

する． 

 

（４）人材の育成 

測量技術者に係る資格制度について，地理空間情

報の整備・活用に関して総合的な能力を有する技術

者に資格を付与する，次の時代にふさわしい制度と

して再構築することを検討する． 

 

（５）国際協力の推進 

①会議等への参画 



国土地理院時報 2008 №116 30

 国際標準化機構（ISO）における地理空間情報に係

る規格策定等の国際的なルールづくりへ積極的に参

画する．また，国連アジア太平洋地域地図会議，ア

ジア太平洋 GIS 基盤常置委員会等の国際的な地理空

間情報活用の活動を積極的に推進していく． 

②データ整備・提供等 

 我が国を中心とする各国との国際協働により，地

球陸域全体の数値地図データセットを整備する「地

球地図プロジェクト」の推進を図る．また，国際 GNSS

（ Global Navigation Satellite System ） 事 業

（International GNSS Service）（以下，「IGS」とい

う．）等が実施する国際測地観測等への参加を行う． 

 

３．２ 地理情報システム（GIS）に関する施策 

（１）地理空間情報の整備・提供に関する基準等の

施策・普及 

①地理情報の標準化 

国土地理院では，国際標準化機構（ISO）に地理情

報をタイトルとした第 211 番目の専門委員会

（TC211）が設置された 1994 年より地理情報の標準

化に積極的に取り組んできた．国内においては 1996

年度から 2003 年度にかけて，地理情報の国際規格を

我が国に取り入れるために官民共同研究を実施した．

官民共同研究の成果は，その後，TC211 の規格を基

とした日本工業標準（JIS）を制定する際に活用され

ている．また，地理情報標準の普及のため，最新の

ISO 規格及び JIS 規格に基づいて体系化した地理情

報標準プロファイル（Japan Profile for Geographic 

Information Standards）（以下，「JPGIS」という．）

を 2004 年度に作成した．JPGIS は，2008 年３月に改

正された「測量法第 34 条で定める作業規程の準則」

の中で正式に使用を位置づけられている．2008 年４

月には最新の ISO 規格である 19136（地理マーク付

け言語）を JPGIS に取り込みバージョンを 2.0 に改

正した． 

これまでに ISO 規格より JIS 化した規格は 2008 年

８月現在，以下の７規格であるが，2008 年度中には

「地物カタログ化法」「応用スキーマのための規則」

が JIS 化される予定である． 

X7105 適合性及び試験 2001 年８月 

X7108 時間スキーマ 2004 年３月 

X7113 品質原理 2004 年８月 

X7111 座標による空間参照 2004 年８月  

X7115 メタデータ 2005 年３月  

X7107 空間スキーマ 2005 年８月  

X7112 地理識別子による空間参照 2006 年２月  

 国土地理院では地理情報標準・JPGIS の普及・啓

発に向けて今後も必要な諸施策を展開していく． 

②地理空間情報全般の整備・提供・流通に関するル

ール等 

基本計画第Ⅰ部３．（２）において，『地理空間情

報を空間上の位置に対応づけるための基準となる基

盤地図情報の整備・更新・提供を推進する．また，

様々な主体によって整備される地理空間情報が，基

盤地図情報を共通の基盤として用いることにより位

置の整合のとれたものとなるよう，必要なルールの

作成及び普及を進める必要がある．』と定められてい

るように，実際に基盤地図情報が，様々な地理空間

情報を利活用する際の位置の基準として使用される

ためには，ルールを作成し，マニュアル等にまとめ

ることにより，普及を進めることが望ましい． 

そこで国土地理院では，基盤地図情報を位置の基

準として用いて，様々な地理空間情報の整備・更新

を行う要件等について調査・検討を行い，基盤地図

情報を位置の基準とした地理空間情報整備・更新マ

ニュアルを作成する予定としている． 

③基盤地図情報の整備のための基準等の普及 

 平成 20 年３月に改訂した公共測量に係る作業規

程の準則を普及するため，公共測量の年度計画を把

握するとともに，実施計画書の提出を促し，適切な

技術的助言の実施及び成果提出の促進を図る． 

 

（２）地理空間情報の整備・提供の推進 

①主題図 

 防災，環境，土地利用及び地形分類に関する各種

の主題図データの整備・提供を行う． 

②空中写真 

 平地を主とする地域及び離島の撮影を概ね５年周

期で行う．また，平成 23 年度までに，市街化区域・

市街化調整区域のオルソ画像を整備する． 

③基盤地図情報の整備・更新・提供 

国土地理院では，平成 19 年度より，地物位置の基

準となるデータとして基盤地図情報の整備を進めて

きている．その基盤地図情報の整備・提供について

説明する． 

基本法第２条第３項では，『「基盤地図情報」とは，

地理空間情報のうち，電子地図上における地理空間

情報の位置を定めるための基準となる測量の基準点，

海岸線，公共施設の境界線，行政区画その他の国土

交通省令で定めるものの位置情報（国土交通省令で

定める基準に適合するものに限る．）であって電磁的

方式により記録されたものをいう．』と規定されてい

る． 

この規定に基づき，基盤地図情報に係る項目及び

満たすべき基準に関する国土交通省令が平成 19 年

８月 29 日施行され，その省令において位置情報とし

て整備する項目として，以下の 13 項目が定められた． 

１）測量の基準点 

 測量法第 10 条第１項に規定する永久標識又は水

路業務法施行規則第１条に規定する恒久標識． 
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２）海岸線 

 海面が最高水面に達した時の陸地と海面との境界． 

３）公共施設の境界線（道路区域界） 

 道路法第２条第１項に規定する道路にあっては道

路法施行規則第４条の２第４項第１号の道路の区域

の境界線，道路法第２条第１項に規定する以外の道

路にあってはこれに準ずる境界線． 

４）公共施設の境界線（河川区域界） 

 河川法第６条第１項の河川区域又は同法第 100 条

第１項の規定により指定された河川について準用さ

れる同法第６条第１項の区域及びその他の公共の用

に供する水路である河川の境界線． 

５）行政区画の境界線及び代表点 

 行政区画（都道府県及び市区町村）の境界線とそ

の代表点． 

６）道路縁 

 道路法第２条第１項に規定する道路にあっては道

路構造令第２条に定める歩道，自転車道，自転車歩

行者道，車道，中央帯，路肩，軌道敷，交通島又は

植樹帯で構成される道路の部分の最も外側の線，道

路法第２条第１項に規定する以外の道路にあっては

これに準ずる線． 

７）河川堤防の表法肩（おもてのりかた）の法線（の

りせん） 

 河川法第３条第２項の河川管理施設である堤防の

表法肩の法線． 

８）軌道の中心線 

 軌道法第１条第１項に規定する軌道及び同法が準

用される軌道に準ずべきもの並びに鉄道事業法第２

条第１項に規定する鉄道事業に係る鉄道線路の中心

線． 

９）標高点 

 標高を測量し，又は算定した地点（基準点を除く．）． 

10）水涯線 

 河川，湖沼及びこれに接続する公共溝渠，かんが

い用水路その他公共の用に供される水路の平水時に

おける陸地と水面との境界線． 

11）建築物の外周線 

 建築基準法第２条第１号に規定する建築物の屋根

の外周線． 

12）市町村の町若しくは字の境界線及び代表点 

 町又は字の領域を囲む線とその代表点 

13）街区の境界線及び代表点 

 住居表示に関する法律第２条第１号の街区方式に

より住居表示されている地域にあっては，同号の定

める街区符号が付された街区の境界線とその代表点，

それ以外の地域にあっては，市町村内の町若しくは

字の区域を道路，鉄道若しくは軌道の線路その他の

恒久的な施設又は河川，水路等によって区画した地

域の境界線とその代表点． 

 以上が国土交通省令で定められた項目である． 

国土地理院の基盤地図情報整備計画では，全国の

都市計画区域（約 10 万 km2 ）については縮尺レベ

ル 2500 以上で整備し，その他の区域は，縮尺レベル

25000 で整備をする予定である． 

都市計画区域（図－６）の基盤地図情報（縮尺レ

ベル 2500）については，国や地方公共団体等が保有

する高精度な電子地図から必要な処理を行って作成

を進め，平成 23 年度までに整備を完了する予定で

ある．都市計画区域外の基盤地図情報（縮尺レベル

25000）については，国土地理院が保有する数値地図

等から必要な処理を行って作成し，全国整備が完了

している． 

 このようにして作成した基盤地図情報を，国土地

理院では，インターネットによる閲覧及びダウンロ

ードサービスの無償提供を，平成 20 年４月１日から

開始しており（http://www.gsi.go.jp/kiban/index.

html），平成 20 年 10 月現在における基盤地図情報の

提供状況は次のとおりである． 

<ベクタ型（縮尺レベル 2500）> 

佐野市，川越市，越谷市等を含む 41 市２町の地

区を提供． 

<ベクタ型（縮尺レベル 25000）> 

全国（北方４島は縮尺レベル 50000）を提供． 

<標高点（DEM）> 

データ間隔 10ｍメッシュの標高点は四国地区

や岩手山等の火山地区を，５ｍメッシュの標高点

は東京や埼玉地区等を，50ｍメッシュの標高点は

全国（北方４島は 250ｍメッシュ）をそれぞれ提

供． 

基盤地図情報の詳細な整備状況は，次の URL を参照． 

（http://www.gsi.go.jp/kiban/seibi.html） 

④ワンストップサービスのシステム構築 

 国及び地方公共団体が公共測量において整備する

各種の基盤地図情報を円滑に流通させるため，その

所在を検索することができるクリアリングハウスの

図－６ 縮尺レベル 2500 以上で整備する予定の，

全国の都市計画区域（約 10 万 km2 ） 
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充実等を図るとともに，ワンストップで提供するサ

ービスを関係機関と連携して実施する． 

⑤基準点情報の維持・管理等 

 国家基準点体系の維持，確かな位置情報を提供す

るため，基準点測量を計画的に実施するとともにセ

ミ・ダイナミック補正の導入，基準点の維持管理及

び活用の高度化等に務め，インターネットによる基

準点情報提供のための「基準点 GIS」を構築する． 

 また，海洋を含む国土の総合的な管理の観点から，

遠隔の離島における基準点の設置，維持，管理を実

施する． 

⑥ウェブマッピングシステムによるデータ提供 

 国民が WebGIS を利用して容易に情報の公開や共

有をすることができる電子国土 Web システムについ

て，サービスを引き続き提供するとともに，機能の

拡充と普及を図る． 

⑦地方公共団体等への支援等 

基盤地図情報の初期整備を促進するとともに，国 

と地方公共団体との連携を図るため，国土地理院が

基盤地図情報（標高）を整備するために撮影した空

中写真を，数値地形図等を整備しようとする地方公

共団体に貸与することとし，平成 20 年３月以降，地

方公共団体等に案内している．この仕組みは，数値

地形図を整備しようとする地方公共団体等が，その

整備に利用する場合に限って，国土地理院が撮影し

た空中写真を貸与するものである．その手続きは，

地方公共団体からは測量法に基づく公共測量に係る

諸手続のほか，国土地理院が基盤地図情報を整備す

る際に，提出された公共測量成果を使用することと，

国土地理院が整備した基盤地図情報を基本法に基づ

き無償で提供することを承認するものである．この

仕組みにより，平成 20 年 10 月現在で，14 の地方公

共団体に対し空中写真の無償貸与を決定している． 

このほか，基盤地図情報の整備・提供等に係る情

報提供のために，平成 20 年２月に国土地理院ホーム

ページに「基盤地図情報サイト」を開設し，基本法，

省令・告示や基盤地図情報の整備に関して解説する

とともに，基盤地図情報の提供地域や整備を予定し

ている地域などの情報提供や基盤地図情報とそれを

利用するソフトウェアなどのダウンロードサイトへ

のポータル（入り口）の機能を提供している．  

基盤地図情報が公開された平成 20 年４月以降，サ

イトの利用は増え，特に基盤地図情報や関連ソフト

ウェア等の閲覧・ダウンロードサイトへのアクセス

が多い． 

さらに，基本法や省令・告示，地方公共団体等に

おける基盤地図情報項目を含む地理空間情報の整備，

国と地方公共団体の連携に関する質問などの問い合

わせに対応するために，平成 19 年６月からメールに

よる問い合わせ窓口を開設した． 

開設当初は，基本法，省令・告示の理解に関する

問い合わせが多かったが，空中写真の貸与の案内以

降，地方公共団体から，数値地形図等整備事業にお

ける国土地理院との連携に関する相談・質問や，基

盤地図情報の公開以後には，国土地理院が整備する

基盤地図情報の仕様やその利用方法に関する質問が

増える傾向にある． 

今年度も引き続き，基盤地図情報サイトの更新・

運営や，基盤地図情報に係る問い合わせへの対応な

どのサービスの向上，適時の情報の提供・更新のた

めの取り組みを行っている． 

 
３．３ 衛星測位に関する施策 

（１）衛星測位に関する国際協力 

 米国が運用する GPS 衛星に関して，平成 10 年９月

の日米首脳による「全世界的衛星測位システムの利

用における日本国政府とアメリカ合衆国政府との間

の協力に関する共同声明」に基づき，GPS 衛星の利

用に関する重要事項を検討・協議する日米 GPS 全体

会合が開催されている．国土地理院は，その関係府

省の一員として参加し，GPS 衛星の利用に関する情

報収集を行っている． 

 また，３．１（５）２でもふれているが，測地学・

地球物理学等の研究活動を支援するため，各国関係

機関の協力のもとで，世界各地の研究者に GPS，

GLONASS，ガリレオ等の情報を提供することを目的と

している IGS に参加し，精密軌道情報（精密暦）の

作成に必要な観測データの提供や国際座標系(ITRF)

を求めるための解析を行うなど国際協力に貢献して

いる． 

 

（２）準天頂衛星システム計画の推進 

 国土地理院は，山間地やビル陰等の影響が少なく，

高度な衛星測位サービスの提供を可能とする準天頂

軌道の衛星システム計画に参加し，高精度の測位サ

ービスの提供を可能とするための測量向け高精度測

位補正技術を開発し，準天頂衛星初号機による技術

実証を行う計画である． 

 また，独立行政法人宇宙航空研究開発機構から公

開されている準天頂衛星システムユーザインタフェ

ース仕様書へ測量向け高精度測位補正情報の仕様を

盛り込む予定となっている等，この計画の推進に関

与している． 

 

（３）衛星測位の利用のための情報提供 

 国土地理院では，全国約 1,200 箇所に GPS 衛星か

らの信号を受信する電子基準点を配置している．こ

れら電子基準点と GPS 中央局（茨城県つくば市）に

おいて，高密度かつ高精度な測量網の構築と広域の

地殻変動の監視を目的とする GPS 連続観測システム
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（GEONET：GPS Earth Observation Network System)

を運用している． 

 地殻変動の監視では，全国で取得された観測デー

タをもとに，地震や火山の活動に起因する地殻変動

を把握することで，地球内部で起こっている現象の

メカニズムを明らかにしている．また，日本周辺の

プレート運動が日々実測され，例えばゆっくり地震

などといった他の観測手段では捉えられない現象を

捉えることができる．GEONET は地殻変動観測に欠か

せない基本的な観測網としての役割を果たしている． 

 測量においては，電子基準点を既知点とし，新点

にのみ GPS 機器を設置し相対測位（干渉測位）を行

うことで，既知点に測量機材を設置する必要がなく

なり，作業の効率化が図られる． 

 また，全国の電子基準点と GPS 中央局は，常時接

続の専用回線で結ばれており，GPS 衛星の観測デー

タが時々刻々と送られ（電子基準点リアルタイムデ

ータ）ており，これを地殻変動のリアルタイム監視

へ応用し調査研究を進めている．また，配信機関を

通じて民間にも提供され，高精度な位置情報提供サ

ービス事業が展開され，各種測量や位置情報サービ

スに利用されている． 

 

４．まとめ 

基本計画の推進に当たって，関係法令の改正の必

要があると考えられるときには，積極的に検討を行

い，また，海洋基本計画，宇宙基本計画等の計画や

IT 新改革戦略，経済成長戦略大綱等の政策との整合

性の確保，連携効果の発揮に十分配慮していくもの

としている．さらに，基本計画を推進するため，政

府は，各施策のより具体的な目標やその達成期間等

についてＧ空間行動プラン（「地理空間情報の活用推

進に関する行動計画」）の検討・策定を行い，毎年度，

その進捗状況のフォローアップを行うこととしてい

る．また必要に応じ，基本計画の見直しを実施する

こととしている． 

基本計画の目指す地理空間情報高度活用社会の実

現に向け，国土地理院は，基盤地図情報をはじめと

する地理空間情報の整備・提供等に関する具体的な

施策「Ｇ空間行動プラン」の実施を通じて，今後も

引き続き取組みを鋭意推進して行くので，関係各位

のご理解とご協力をお願いする． 

 

参 考 文 献 

地理空間情報活用推進基本法（平成19年法律第63号）． 

地理空間情報活用推進基本法第二条第三項の基盤地図情報に係る項目及び基盤地図情報が満たすべき基準に関す

る省令（平成19年国土交通省令第78号）． 

地理空間情報活用推進基本法第十六条第一項の規定に基づく地理空間情報活用推進基本法第二条第三項の基盤地

図情報の整備に係る技術上の基準（平成19年国土交通省告示第1144号）． 

地理空間情報活用推進基本計画（平成20年 4月閣議決定）． 

地理空間情報の活用推進に関する行動計画（平成20年 8月地理空間情報活用推進会議策定）． 

 


